
l

幼児教育の無償化に向けた取組の段階的推進

(幼稚園就園奨励費補助〉
 

，

30， 899百万円

33 000百万円

平成29年度予算額

平成30年度所要額，除
4‘ー圃・a 

(案)

(対前年度 2. 1 0 1百万円増)

※子ども・子育て支援新制度移行分を含む� 
ーー

O 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、すべての子供に質の高い幼児教
育を保障するため、幼児教育に係る保護者負担を軽減し、無償化に段階的に取り組む。� 

o r幼児教育無償化に関する関係閣僚・与党実務者連絡会議J (平成29年7月31日開催)で取りまとめられ

た方針等を踏まえ、平成30年度については、子育て世帯の保護者負担軽減を図り、幼児教育無償化に向け

た取組を推進する。

※幼稚園就園奨励費補助 (補助率� :1/3以内� )

幼児教育の振興を図る観点から、保護者の所得状況に応じた経済的負担の軽減等を図る「幼稚園就園奨励事業Jを実値してい

る地方公共団体に対し国が所要経費の一部を補助する。
 

|子育て世帯の保護者負担軽減の拡充� i 
所要額:21D億円(うち文部科学省計上分132億円)

，Q年収約360万円未満相当世帯(市町村民税所得割課税額77.100円以下)の保譜者負担の軽減

子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、平成30年度においては、年収約270-360万円未満� l

:相当世帯について、保育料の軽減を拡充する。
(参考 :平成29年度における保護者負担額) 
・市町村民税非課税世帯(年収約� 270万円未満):第1子 月額� 3.000円 第2子 無償

・年収約270-360万円未満相当世帯� : 第1子月額14.100円第2子 月額7，050円

-年収約360万円未満相当世帯の保護者負担を弘主企と五D軽量する。

く保護者負担額>

第� 1子:年額168，800円 一→ 年額120，800円� (企48，000円)

月額� 14，100円 一→ 月額� 10，100円 (J".4，000円)

第� 2子� :年 額�  85，000円 一→ 年額� 61，000円� ('&24，000円)

月額� 7，050円 ーー今 月額� 5，050円 (企� 2.000円) 
司‘11

平5830年度� v包軒高助限度額>点� !a L f震対河内分!ヰ平!なo
、ーs

日時、<参害
補助単価

階 層 区分
穿;1弓乙 第� 2子 第� 3子以降

308，000fII 
第� I階層生活保護世帯�  

(0円〉

308，000円

(3，000円)�  (0円 〉

第� E陪 1':2 市町村民税非課税世帝等�  

(年収約270万 円 未 満 相当〉�  
唱............................ ・


ひとり親世帯等の特例�  

第� E階照市町村民税所 得劃課税額77，100円以下の世帯�  1t'"，'.2IJO円

(年収約360万円未満相当)�  u門J丘JL回 t 

272，000fl司� 
.ひとり親世帯等の特例�  

(3，000円〉� 

円0001'¥30

(0円 )

之 '17υリO~r. 1 308，000fII 

.JLO::，ufLLi (0円 )

308，000fII 

(0円〉

第� IVs皆旧市町村民税所得割課税額21 62，200fII 185，000円� 308，000円円以下の世 帯2001， 

(年収約680万円未満相当〉� (0円 )(20，500円)�  (10，250円 〉� 

154，000円� 308，000円第 V階~市町村民税所得割課税額21 1， 201 円以よの世帯 O円� 

(年収 約680万円以上〉� (0円 )(25，700円)�  (12，850円〉� 

)。円000，(308記表の ()内の金額は、保護者が実際に負担する月額の目安。繍助限度額は保育料の全国平均単価※上

人世帯の場合の金頒であり、年収はおおまかな目安。2課税額(補助基準額)及び年収は、夫婦(片働き)と子供11※ 市町村民税所得菩

※ひとり観世帯等に1立、在宅障害児(者}のいる世帯、生活保護法に定める要保護者等特に困窮していると市町村の長が認めた世帯等を含むd

※就図奨励$~は市町村が行う事業であり、実際の繍助績は市町村により異なる。



特定教育・保育施股等の利用者負担〈月額〉【平成30年度】� 
O 平成30年度予算に基づき国が定める利用者負担のよ隈額基準(国庫(都道府県)負担金の精算基準)は、 以下のとおり。

幼児教育無償化の取組状況としては、

① 第2子半額、第� 3子 以降無償化(年収360万円未満相当世帯においては、子供の年齢制限を撤廃し、完全実施)

※市町村民税非課税世帯においては、第2子から無償化

②ひとり親等世帯については、さらに上記の措置を拡充 


@..号認定子 どもについて、年収360万 円未 満相当世帯の利用主皇室主


教育標準時間認定の子ども� 保育認定の子ども� 

(1号認定) (2号認定:満3歳以よ)� (3号認定:満3歳未満)

多
子
カ
ウ
ン
ト
年
齢
制
限
な
し

利用者負担階層区分

1[、
0円①生活保護世帯� 

3，000円②市町村民税� 
※第2子以降は0円非課税世帯

H_.回目ーH.・H.. ..“・ー・リ ・・・...-..・・.H・-・� ・・ ・・・ーー� 
(所得割非課税世帯含む)

※ひとり親等世帯第1子から0円(-約270万円)

13.6 00門
H，we門 今li}，lQ旦匝

③市町村民税� 
_.._. .. .. .. _.・・・・・咽・� 4晶� __-00_.. ・・・・・・.. e所得割課税額� 

77，100円以下
(~約 360万円)

第2子以降:� 0円

、レ

" ④市町村民税

所得割課税額
 

20，500円� 
211，200円以下
 

(-約680万円)


⑤市町村民税

所得割課税額
 

25，700円
211，201円以上� 
(約 680万円~ )

. _

※ひとり親等世帯、
.. _ -..・・・.-..

有
り 

(づ
学
校 
3
年
生
以

W
) 

多
子
カ
ウ
ン
ト
年
齢
制
限
な
し

川

有
り
(
小
学
校
就
学
前

) 

V

階層区分

①生活保護世帯� 

②市町村民税� 
非課税世帯

( ~約 260方円 )

③所得割課税額� 
48，600円未満� 
(~約 33 0万円 )

、

④所得割課税額� 
57，700円未満[77，101円未満〕� 
( ~約 36 0万円 )

ーーー-ーーーーーー司圃，ーーーー-----------ーー

97，000円未満� 
(-約470万円)

⑤所得割課税額� 
169，000円未満� 

(-約640万円)

⑤所得割課税額� 
301，000円未満� 

(-約930万円)

⑦所得割課税額� 
397，000円未満� 

( ~1 ， 130万円 )

⑥所得割課税額� 
397，000円以上� 
0，130万円-)

利用者負担�  (保育標準時間)

0円� 0円

6. 000円� 9.000円
※第2子以降|ま0円 ※第2子以降1ま0円� 

ー._.._.._.._..-..-..- -，，

-，，

-，，� 

.._

，. _.._.. ・・_..・・ ・・・・・ー ・・・・・・・・ーー-".司・ーー...・・・・・・・‘ ..・ H ・H ・H ・.._..・" ー..ーリー"-"-"-"-"-"-"量日圃リーu

※ひとり親等世帯� I 第1子からO円

16.500円� 19. 500円� 
H 四.._..-.._..・ H ・H ・H ・u ・H ・H ・.._..・ H ・.._.._.._.._.._..・・ H H ・..-.._..・H ・..-" ・H ・.._.._.._..-・_..-"司・ー"_.._.._，，

※ひとり親等世帯( 第1子� 6叩� )※ひとり親等世帯( 第1子
第2子以降� D円 第2子以降� D円

27. 000円� 30.000円� 
H 司ドーぃ・屯 -，，-，，・-..・" ・.._.._.._.._.._..-..・.._.._ ..ーリーu 日園.._.._.. ，，_.._..・ _..・H ・H ・H ・日目H ・H ・.._..唱.._.._..-・_.. 

※ひとり親等間 ( 第1子� 6.000円 〕※ひ岬等世帝〔第1子� 9.000円 〕
第2子以降� 0円 第2子以降� 0円

ーーーーーーーー，ーーー咽ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーー_.・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー� 

27. 000円� 30.000円� 

41，500円� 44.500円� 

58.000円� 61. 000円� 

E対ド討壬ム� 

77.000円� 80.00仁円� f 

101，000円� 104.00C 
円ア¥コ 



130万円 ・・・ 160方円� 

②一部支給額が
増額される者
約40方人

一部支給

! 


児童扶養手当所得制限限度額の引上げについて (案)

一一一一一-------一一一一一一一一一一ー概 要

ijo 130 160全部支給所得制限限度額を 万円から 万円(扶養親族等の数が 人の場合※)に引き上げる。1

l 
l 

i 
i 


※ 扶養親族等の数が2人の場合:171.7万円から215.7万円、� 
扶養親族等の数が3人の場合:227.1万円から270万円� 

t0 2018年(平成30年)� 8月分� (12月支給)から実施予定。� 

(例) 所得制限限度額引上げのイメージ図

支給額 

(月額)


42，290円


合� 

①一部支給から

全部支給となる者
約15万人O 

36，680円� ーー四ーーーーーーーー園、ーー--ーーーーーーーーー


全部長給

365万円� 

9，980円

(一部支給停止が開始となる額) 
年収
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